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1．はじめに
　日本の地方自治と地方財政は，第2次大戦後の諸改革によって戦前段階か
ら大きく変貌した。具体的には，憲法（1947），地方自治法（1947）などを通
じてであるが，これを経済的に裏づけたものが地方財政法（1948）であり，
その後のシャウプ税制改革に伴う地方税法（1950）の成立などを通じて，現
代日本の地方自治と地方財政の枠組が固まった。地方財政法の第2条には，
国は，地方財政の健全な運営を助長することに努め，いやしくもその自主性
をそこない，又は地方公共団体に負担を転嫁するような施策を行ってはなら
ないことが記されている。また，同法は，国と地方の経費配分のあり方（第
9条～第12条）など国と地方の財政秩序を定めたのであった。加えて，シャ
ウプ勧告における地方自治の理念をもとに地方団体の課税権（地方税法第2
条）と地方税条例主義（同法第3条）の保障など戦後の地方財政の枠組みが
定められた。
　しかし，戦後日本の地方自治と地方財政における上記のような理念的な枠
組みも，サンフランシスコ条約（1952）後の米国の対日政策の転換，鞄方財
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政再建計画の実施，その後1950年代後半から1960年代を中心とした日本経済
の高度成長・地域開発政策による大都市や地方拠点都市の工業化・都市化を
通じて地域経済と地方財政の変貌がもたらされた。また，1973年の石油危機
後の低経済成長，国の減量経営と行財政改革などを通じて，国・地方財政関
係の変貌と地方財政の再編成が見られ出している。
　本論文では，特に地域開発政策以降の地域経済の展開と地方財政の変貌に
焦点を置いて述べていくこととするω。
2．日本の地方財政の枠組みと特徴
　戦後1950年代までにほぼ確定した日本地方財政の枠組みと主な特徴点をみ
ると，
　第1に，国（中央政府）の財政との比較で，地方財政が大きな地位を占め
るに至っており，政府間の経費機能配分でみても，地方の役割が大きくなっ
ている。
（1）本論文は，1992年10月14日（水），韓国，ソウル市，ソウル（スi暑）大學校　湖巖生活
　館にて韓國地方自治學會主催のもとで行われた第1回地方自治国際シンポジウム（刈
　。1峠）「地方自治釧　座標舛　進路」の報告原稿に若干の加筆修正を行ったものである。
　報告論文の正式タイトルは，「日本の地方財政の特質と変號一地域開発・地域経済の展
　開と地方財政の変貌一」となっている。本論文は，韓国地方自治學會r地方自治研究』
　第5巻第1号，1993年にも，同時に掲載されることをおことわりしておきたい。なお，
　今回の国際シンポジウムは，日本地方自治学会の協力と韓国地方自治学会主催，同学会
　関係者からの大きな支援のもとで実現した。日本地方自治学会からは，柴田徳衛東京経
　済大学教授（第1分科報告），宮本憲一大阪市立大学教授（第2分科報告），山田公平名
　古屋大学教授（第4分科報告）と坂本忠次（第3分科報告）の4名の報告，佐藤　竺成
　腰大学教授，水口憲人竜谷大学教授ほか2名のコメンテーターの計8名が正式メン
　バーとして参加し，韓国側からは司會，発表，討論を含めて計1ア～8名が参加した。韓
　国地方自治学会会長盧隆煕氏（ソウル大學校名誉教授）をはじめとする韓国地方自治学
　会メンバーの皆さんには誌上を借りて，厚く御礼申し上げたい。なお第2回は，1993年
　秋，日本地方自治学会主催のもと東京にて開催される予定である。
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　第2に，地方財政調整制度の発達により租税収入の中央・地方間の配分割
合が大きくなり，国と地方の間の財政関係の交錯が著しくなったこと，ま
た，地方財源に占める国庫財源の大きさが見られるに至ったことである。
　第3に，北欧諸国に次ぐ地方税の比重の相対的な大きさと，税収の所得課
税を中心とした多様性，資産課税の欧米に比べた相対的な低さ，地方税に占
める直接税の大きさと間接税の割合の低さ，などを指摘できる。一方，これ
に比し，
　第4に，国の権限面での地方支配（機関委任事務，国の法的関与，人的関
与など）の構造や，国の各省の縦割り行政の残存なども指摘できる。
　第5に，資本蓄積促進型の地方行財政（産業基盤優先の公共投資，租税特
別措置ほか）。
　第6に，戦前以来の市町村合併の伝統，
　そして，いま一つ，第7に，地方財政計画，地方債計画の枠のもとでの国
のフィスカルポリシーとの整合的な地方財政運営のあり：方，などを指摘でき
る。
　まず、第1の点については，表1に見る通り，国民総支出に占める国，地
方の歳出（純計額）は，1965年度で18％台，1989年度には28％台に達してい
　　表1　国民総支出に占める国・地方の歳出の比重　　　　　　（単位：億円，％）
国民総支出 歳出純計額 国民総支出に対する割合
年度 ㈲ 国（B） 地方⑨ 合計Φ〉 ⑭／（A） （q）／（A） （D）／㈹
1935 167 19 21 40 11．4 12．624．0
1941 449 70 31 101 15．6 6．9 22．5
1956 99，509 5，985 12，036 18，0216．0 12．1 18．1
1965 336，02320，05242，959 63，0116．0 12．8 18．8
19751，522，094121，569253β77375，4468．0 16．7 24．7
19853，212，90347，294 556，356 903，65010．8 17．328．1
19894，062，000446，493716，5751，163，06811．0 17．628．6
　　資料）『地方財政要覧』1991論
る。とくに地方歳出の比重は，国歳出をかなり上回り16～17％に達している
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ことである。また，国（中央政府）と地方の歳出規模は，第2次大戦直前に
は，国が地方を上回っていたのが（戦前にも第1次大戦後の一時期地方歳出
が中央歳出を上回った時期があった），戦後1950年代中葉までに，地方の歳
出が国を上回るに至った。特に各政府間の移転支出を差し引いた歳出純計で
は，以後一貫して地方歳出が中央歳出を上回り「大きい地方」となってい
る。このような戦後日本の地：方経費の膨張傾向は，欧米特に単一制国家のイ
ギリスなどと比較しても異なった特徴の一つとなっている（表2参照）。
表2　国の財政と地方財政との比較 （単位：億円，％）
歳出総額 歳出純計額 統計構成比
年度 国㈲ 地方（B） 国（c） 地方（D） 合計額㈹ （c）／（E） （D）／（E）
1935 22 21 19 21 40 47．5 52．5
1941 81 31 70 31 101 69．3 30．7
1956 10，823 12，0615，985 12，036 18，02133．2 66．8
1960 17，90119，249 9，658 18，973 28，63133．7 66．3
197086，26698，14946，267 96，887 143，15432．3 67．7
1980460，065 457，808268，743453，207721，95038．4 61．6
1985551，483 562，935347，294556，356903，65037．2 62．8
1990741，90784，732465，911773，4131，239，32437．6 62．4
　　資料）『地：方財政要覧』1991年
　これを，政府間の経費配分について，1990年度を例にみると図1に示す通
り，一般行政費で76％，司法警察消防費で80％，国土開発費82％，学校教育
費87％，衛生費93％，住宅三等74％，商工費，農林水産業費，民生費等で
50％前後を占めている。国の防衛費（一部は自治体の基地協力行政），外交
費（今日では各都市自治体の国際姉妹都市交流血がある），恩給費（92％が国
支出），公債費（69％が国支出）などを除きほぼ6～7割が地方経費支出と
なっている。もっとも，この事実が，ただちに地方自治体の自治の指標とな
るものではない。
　第2地点にふれるならぼ，地方財政調整制度（1949年の地方財政平衡交付
金と，1954年の地方交付税制度，地方譲与税等）の発達に伴う国から地方へ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛9）　　図1　国・地方を通じる統計歳出規模（1989年度）
　　　（注）（）内の数値は，目的別経費に占める国・地方の割合を示す。
　　資料）自治省『地方財政白書』1991年版。
の一般財源移転，特定財源たる国庫支出金の支出による国と地方の財政交錯
をめぐる問題がある。表3に見る通り，租税総額に占める国・地方の租税の
配分は，糾問期の1936年には，67対33とほほ7対3に近くなっていた。これ
が，再配分後に5対5まで調整されている。戦後高度成長期の1955～1970年
頃までは，国税7に対して地方税3となっていた。しかし，国から地方への
交付額（地方交付税，地方譲与税，国庫支出金）と地方から国への負担金
（道路，橋梁など国の直轄事業に対する地方の負担金）とを差し引いた国・
地方間の租税の実質的配分では，逆に国・地方間は，3対7になっている。
この点は，第1次石油危機（1973）後の1975年頃からの低経済成長時代にほ
ぼ6対4及び4対6へと若干の緩和をみたところである。しかし，なお，日
本の国・地方間の財政の交錯は，著しいものがあると言えるだろう。
　この結果，地方財源に占める国への依存財源の比重（ほかに依存財源で
は，地方債収入がある）は，1955年度以降の高度成長期にはほぼ3割5分前
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表3　国・地方の租税収入の実質的配分状況 （単位：億円，％）
租税の内訳 国から地方への交付額 地方から 実質的配分
年度
租税
濠z 国税iB） 地方税@（c） 地方交t税⑪
地方譲
^税（E）
国庫支
o金③
?? 国への負
@担額（田 国 地方
1936 18 ユ2 6 『 ｝ 3 3 0 9 9
1941 58 499 4 一 6 10 0 39 19
195513，1849，369 3，8151，616 2，9544，569 19 7，5485，636
196548，29132，797 15，4947，162 50110，898 18，56169214，92833，363
1970115，261 77，754 37，50717，9821，08720，930 39，9991，26239，0176，244
1975226，616 145，068 81，54833，5112，48258，82394，8162，668 52，920173，696
！983540，034341，621198，41373，1704，975108，193 186，3425，316160，595 379，439
1989889，312571，361 317，951153，251 14，822103，768271，8410，715310，235579，077
1936 100 66．7 33．3 一 一 16．3 16．3 一 50．0 50．0
1941 100 84．5 15．5 6．9 一 10．3 17．2一 67．2 32．8
1955 100 71．1 28．9 123 22．4 34．7 0．1 57．3 42．7
1965 、100 67．9 32．115．4 1．0 22．6 38．4 1．4 30．4 69．6
1970 100 67．5 32．515．6 0．9 18．2 34．7 1．1 33．9 66．1
1975 100 64．0 36．014．8 1．1 26．0 41．8 1．2 23．4 76．6
1983 100 63．3 36．713．5 0．9 20．0 34．6 1．0 29．7 70．3
ユ989 100 65．7 34．317．2 1．7 11．7 30．6 ユ．2 37．3 62．7
資料）r地方財政統計年報』1988年，r地方財政要覧』1991年による
後をしめている。なお，その後引経済成長期にかけてその比重はやや縮小に
向かった。この点は，日本の地方財政における自主財源強化の方向ではある
が，即自治の強化につながるかはなお検討を要しよう。
　第3に，地方歳入構成の推移を1955年度以降についてみると，表4の通り
である。見られる通り，自主財源としての地方税の構成比は，1955年度の
33．9％から石油危機後の1975年度の31．3％にまで下落したが，以後再び上昇
し1989年度には，42．6％に達した。これは国庫支出金などの削減（後述）の
ためだが，外見上は自主財源の強化であった。
　一般財源の構成比もこの期間に50．1％から62．7％まで上昇した。しかし，
特定財源としての国庫支出金の比重は，1980年代初頭までは，ほぼ20％を占
めていたが，その後構成比を減じて1985年度に16．2％，1989年度には，
13．9％にまで減じている。なお，地方債の構成比もそれほど拡大はしていな
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表4　地方歳入構成の推移 （単位：％）
区　分 1955 1965 19701975 1980 1985 1989
地　方　税 33．9 34．637．1 31．3 34．0 40．6 42．6
地方譲与税 2．0 1．1 Ll 1．0 0．9 0．8 2．0
地方交付税 14．2 16．6 17．8 17．2 17．3 16．3 18．0
一般財源計 50．1 52．356．0 49．4 52．2 59．2 62．7
使用料・
閨@数　料 3．7 2．8 2．1 1．6 2．2 2．6 2．5
国庫支出金 24．9 24．3 20．7 22．622．6 16．2 13．9
繰　入　金 L5 0．7 1．1 1．2 1．0 1．1 1．6
繰越　金 1．9 2．4 2．7 ・2．3 2．2 2．0 2．0
地方　債 8．6 7．1 6．4 12．2 10．1 8．3 7．5
そ　の　他 9．3 10．4 11．1 10．7 9．7 、9．6 9．8
歳入合計 100．0・100．0 100．0！00．0 100．0 100．0 100．0
資料）『地方財政白書』置引版による。
い（1975～80年ごろがひとつのピーク）。地方債は，起債が許可制のためだ
が，政策的運用が多く見られる。
　これを，地方税収入の税目別構成比の推移についてみると，表5－1の通
りである。道府県税は，道府県民税と事業税，自動車税など直接税が中心
で，特に道府県民税の構成比が上昇し，事業税のそれは減少している。ほか
に道府県たばこ消費税，特別地方消費税など間接税がわずかに存在してい
る。韓国の道税（Provincial　Tax）と比べてもかなり異なっている。また，市
町村税でも，市町村民税と固定資産税など直接税中心の体系で，市町村民税
（住民税）の構成比が上昇し，後者は減少している。ほかに都市計画税があ
り，市町村たばこ税が存在している。市町村税でも，間接税の比重はきわめ
て低く，たぼこ消費税の比重が極めて大きい韓国の市，町村税（City，
County，　and　Autonomous　District　Tax）のケースとも異なっている〔2）。日本
の大都市や地方都市の画定資産税一Property　Taxのひとつ一の比重を国際
的にみてどのように評価するかについては，論議のあるところであろう。最
近の韓国の財政学界が出した国際比較統計でみると（3），単一国家の地方税で
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（2）韓国の地方税の体系についてみると，表10の通りである。韓国では大都市地域・自治
　団体の特別市・直轄市（ソウル市，釜山市ほか）は取得税，養録税，自動車税，住民税
　などの有力な税源があり，自治区に財産税，免許税，綜合土地税などがある。大都市地
　域以外の自治団体では，主に取得税，登録税，免許税が，市・郡に財産税，自動車税，
　住民税などがある。いずれにしても財産課税の比重が高いことは明らかである。
表10　地方自治團臆種類別　税目構造
大都市地域　自治團膿 其他地域　自治團膿自治團艦
ｽ　　分 特別市・ｼ　轄　市 自治匠 道 市．・郡
???????
取得税，　登録税，
ｩ動車税，住民税，
n券税，　屠畜税，
_地税，都市計劃税
@　　（目的税），
ﾁ防共同施設税（〃）
財産税，
l許税，
麹∮y地税，
幕ﾆ所税
@（目的税）
取得税，
o録税，
l許税，
財産税，自動車税，
Z民税，馬券税，
j畜類，農地税，
ｯ叩販費税，
詩∮y地税，
s市計劃税
@　　（目的税），
ﾁ防共同施設税（”），
幕ﾆ所税（’ノ）
資料）崔昌　浩r地方自治制度論』三英社（韓国），1988年〕383ページ。
　　一方，台湾の地方税は表11の通り，省及直轄市税と県（市）税とがあり，前群は営業
　税などを中心としており，後者は土地税（その中心は土地増値増）と房屋税（家屋税に
　相当）のほかがある。崔昌浩r地方自治制度論』1988年によると，日本は西ドイツ，イ
　タリア，スウェーデンなどと共に所得・利潤課税中心型の国，韓国はイギリスなどと共
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に財産課税中心の国，
表11　台湾の地方税体系
地方税
省…市税一
県　（市）税
営業税
印花税
使用牌照税
商港建設費
土地税
　田賦
　地価税
　土地増値税
房屋税
屠宰税
娯楽税
契税
資料）台湾財政部厚税統計庭資料による。なお，川瀬光
　　義『台湾の土地政策一平凹地権の研究』青木書店，
　　1992年も参照。
アメリカ，ノフンス，
オーストラリアなど
は，両者の混合型の国
に分類されている（同
書，382ページ）。
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は，日本は所得課税に特化し資産課税が相対的に低く，韓国では，所得課税
が低く資産課税が相対的に高いと評価されている。フランス，連邦国家で
は，西ドイツも資産課税が低くなっている（表5－2参照）。もっとも，日本
では，近年国税の地価税が導入され，バブル経済崩壊後の民間企業・金融機
関・不動産業者には一定の影響を与え厳しい環境となっている。
　第4以下の点については，後の叙述を通じて触れていくことにしよう。
表5－1　地方税収入の税目別構成比の推移 （単位：％）
1960 6570 75 80 85 89
道　　　府　　県　　税
道　府　県　民　税 15 23 19 25 27 29 30
事　　　　業　　　　税 54 42 4639 39 39 44
不　動　産　取　得　税 4 5 5 5 4 4 4
道府県たばこ税i道府県たばこ消費税） 7 6 4 3 3 3 2
ゴ　ル　フ　利　用　税
i娯楽施設利用税） 1 1 1 1 1 1 1
特別地方消費税i料理飲食等消費税） 8 7 6 7 5 5 1
自　　動　　車　　税 4 7 8 10 11 10 8
自　動　車　取　得　税 　 一 4 5 4 3 4
軽　油　引　取　税 5 8 7 5 6 6 5
そ　　　　の　　　　他 2 1 0 0 0 0 1
計 100 100 100 10010 100100
市　　　町　　村　　税
市　町　村　民　税 33 40 43 46 49 51 54
固　定　資　産　税 43 39 35 36 33 33 33
軽　　自　動　車　税 1 1 2 1 1 1 1
市町村たばこ税i市町村たばこ消費税） 9 9 10 6 5 4 3
電　気　ガ　ス　税 10 7 6 4 4 4 一
都　市　計　画　税 3 3 4 5 6 5 5
特別土地保有税 一 一 一 2 1 0 1
そ　　　　の　　　　他 1 1 0 0 1 2 3? 100 100 100100 100 100 100
資料）『地方財政白書』各年度により算出。
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Table　5－2　Structure　of　National－Local　Taxes
（A）　Unitary　states
International　Comparison　（1987） （Unit：　％）
Korea Japan U．　K． France
National　Local　Total　National　Local　Total　National　Local　Total　National　Local　Total
Taxes　on　income
Taxes　on　property
Taxes　on　consumption
Social　securi’ty
　　　contribution
28．O
O．9
55．3
1．7
1．5
8．0
2．2
o．o
29．5
8．9
57．5
L7
3L6．
5．1
8．7
28．6
15．4
6．1
4．2
o．o
47．0
11．2
12．9
28．6
37．2
2．4
31．4
18．1
o．0
10．8
0．o
o．o
37．2
13．2
31．4
18．1
16．7
L8
28．1
43．0
L3
3．O
Ll
o．o
18．0
4．7
29．3
43．0
Total ・88．4 11．6　IOO．O74．1 25．9100．0 89．2 10．8　100．0 91．38 7 100．0
（B） Federal　states
U，　S．　A． W．　Germany Canada Australia
Federal　Local　Total Federal　Local　TotalFederal　Local　Total Federal　Local　Total
Taxes　on　incorne
Taxes　on　property
Taxes　on　consumption
Social　security
　　　contribution
36．2
0．6
3．6
28．8
8．1
9．6
13．1
o．o
44．3
10．2
16．7
28．8
13．5
0．2
18．3
37．3
20．5
3．0
7．1
o．o
34．0
3．2
25．4
37．3
30．4
0．0
12．6
13．3
17．0
9．2
16．3
o．o
47．3
9．2
28．9
13．3
55．7
0．5
23．6
o．o
o．0
8．7
6．1
o．o
55．7
9．2
29．8
o．o
Tota1 69．2 30．8　IOO．O69．4 30．6ユOO．0 56．2 43．8　100．0 8D．8 19．2100．0
Source：　PUBLIC　FINANCE　in　KOREA，　1992，　P，　358
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3．高度成長・地域開発期の地方財政の変貌
　1950年代後半から1960年代，！970年代初頭までの時期は，典型的な日本経
済の高度成長期であるとともに，高度経済成長を地域から支えたものが，日
本の地域開発政策であった。日本の地域開発政策は，戦前にも，北海道拓殖
事業計画，東北振興計画，琵琶湖の疎水事業計画，1930年代の昭和恐慌下の
時局匡救事業，農山烏村経済更生計画（運動）等とともに，第2次大戦下の
戦時国土計画における地方計画などがあった。
　戦後日本の地域開発計画は，まず，
1．1950年の国土総合開発法に伴う50年忌の特定地域開発計画であり，アメ
　リカのTVAの開発をモデルとする全国21地域の河川総合開発などとして
　進められた。
2．1960年代を中心とした拠点開発方式による地域開発計画は，1960年の池
　田内閣の国民所得倍増計画のもとでの太平洋ベルト地帯を中心とした鉄
　鋼，石油，石油化学など臨海型重化学工業の大都市や地方拠点都市への立
　地，全国総合開発計画（1962，一全総）にもとつく全国15ヵ所の新産業都
　市，6ヵ所の工業整備特別地域の指定，などを通じて進められた（図2参
　照）。
3．国の経済社会発展計画にもとつく新全国総合開発計画（1969，新全総）
　のもとでは大型公共投資，国土を3地帯（北東地帯，中央地帯，南西地
　帯）に分けた各地帯の開発，田中内閣のもとで提案された日本列島改造論
　と工業再配置促進政策（工場公園，25万都市構想）などが見られた。
（3）　Kwang　Choi，　Dong－Kun　Kim，　Taewon　Kwack，　Kun－Young　Yun，　ed．　PUBLIC
　　FINANCE　in　KOREA，　Seoul　National　University　Press，　1992，　p，　p．　358－359
　なお，韓国の地方自治・財政については，例えば，盧隆煕r韓国の地方自治一回顧と展
　望』緑苑出版社，1987年，引戸宇「韓国の地方自治制度」『船揃法学』第32号，1991年3
　月，など・が参考となる。また，前掲，崔昌浩r地方自治制度論』1988年も参照。韓国の
　地：方財政研究は，財政学者よりも，行政学者がその地方自治研究分野の一部として行っ
　ていることが特徴的である。
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勿織都市
轡灘儲別地域
道央地区
八戸地区
秋田湾地区
新潟地区
富山・高岡地区
　　ぬ
1ピ”r
????
仙台湾地区
常磐郡山地区
鹿島地区
播磨地区
中海地区
??
（
?、
’
’
松本・諏訪地区
備後地区 東駿河湾地区
周南地区 東三河地区
　　　9　gy・　7く；　　剛県南地区
　　　　・k！　　　　～　　　　　　　　　　　　徳島地区
♂鞍　大分地区　　東予地区
　　　　　”・1　，向．關地区
　　　　　　　　　　不知火・有明・大牟田地区　　　　　OeO
　　　　eO
　図2　新産業都市・工業整備特別地域指定状況図
4．1977年策定された第3次全国開発計画（三全総）に基づく定住圏構想は
水系・水資源管理を中心に地方への住民の定住をめざす圏域計画であっ
　た。
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5．1987年6月の閣議決定による第4次全国総合開発計画（四全総）のもと
　では，東京一極集中の是正＝多極分散型国土形成の促進をめざすもので
　あった。高速交通体系の全国展開による全国主要都市間の日帰り可能な全
　国一日交通圏の構築，都市・農村の交流ネットワーク構想の推進，などを
　かかげ開発を進めている。なお，1992年東京一極集中の是正をめざす地方
　拠点都市法が成立し，道路や下水道整備など地方拠点都市における公共投
　資の重点的整備が図られるに至っている（4＞。
　およそ以上のような戦後日本の地域開発計画の中で，地域経済と地方財政
はどのような変貌を遂げたかを要約的に述べておこう。その
　第1は，戦後の公共投資に占める地方財政と金融の役割の大きさを指摘で
きることであろう。表6は，1989年度を例にとり，公共投資の事業主直別と
経費負担増について見たものである。公共投資（普通，行政投資といってい
る）は，上にも見た通り，1970年代後半の三全総時代から，従来の産業基盤
中心から生活基盤中心へと変化してきているが，事業主体での国と地方（都
道府県，市町村）の配分を見ると，空港以外は，地方優位となっている。地
方が実施する割合が比較的大きい公共投資は，農林水産，都市計画，環境衛
生，厚生福祉，文教施設などである。この内，都道府県よりも市町村の比重
が高いものは，生活基盤型公共投資で，住宅，都市計画，環境衛生，厚生福
祉，文教施設などである。日常生活に密接しているものは，市町村が実施し
ている。しかし，経費負担では，国費の比重が高いものが多く，特に，農林
関係の公共投資は，国の補助金でまかな：うものがこれまでは多かったからで
ある。
　第2にこれを，拠点開発時代からの地域開発政策の中での地方財政政策
と，その変貌過程についてより具体的に見てゆこう。
　まず，国の公共投資（当初は，道路，港湾など産業基盤中心）の拡大に伴
（4）以上の点は，宮本憲一第2報告参照。なお，坂本忠次「地方財政のはたらき」佐藤
　進・高橋　誠編r地方財政読本』第3版，東洋経済新報社，1987年第5章参照。
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表6　事秦主体別・経費負担別投資額（構成比） （単位：％）
事業区分
国土 農林 都市 環境 厚生 文教
事 道路 港湾 空港 保全 水産
住宅
計画 衛生 福祉 施設
業 主体区分
主
体
?
38．036．578．3 29．414．942．9 1．5 0．118．0 8．0
別 都道府県費 32．6 44．921．060．7 50．424．328．1 8．5 24．918．6
（A）
市　町　村 29．4 18．60．7 9．934．732．8 70．3 91．4 57．073．3
合　計 100．0 100．010 ．0100．0100．0 100．0 100．0 100．0 100．0 100．0
事業区分
国土 農林 都市 環境 厚生 文教
経 ．経費
道路 港湾 空港
保全 水産
住宅
計画 福祉 福祉 施設?
負担区分?
担 国　　　費 46．2 44．580．243．7 46．0 62．216．8 16．926．2 21．6
別 都道府県費 28．333．4・18．8 47．732．717．825．3 9．6 23．417．8
（B）
市町村費 25．522．1 LO 8．5 21．3 20．0 57．9 73．550．460．6
合　計 100．0100．0 100．010 ．0 100．0 100．0 100．0 100．0
　　資料）財団法人地方財務協会『行政投資』1989年による。
い，国の補助金も当初拡大を見たことである。新産業都市や工業整備特別地
域には，補助率の嵩上げが行われた。また，新産債の発行許可と利子補給措
置が見られた。
　つぎに，地域開発・工場誘致に対する地方税の優遇措置が取られた。地方
税法第6条に基づく不均一課税一企業誘致条例に基づく不動産取得税（県
税）の減税，企業の固定資産税（市町村）の減免措置＝奨励金交付など一が
見られた。地方税の不均一課税による減収に対しては，1965年度以降地方交
付税による補填措置が取られている。
　企業誘致に対する各自治体の優遇政策は，1983年のテクノポリス法（高度
技術工業集積地域開発促進法）に基づくテクノポリス建設地域の指定とハイ
テク産業誘致にも新たな形で承継された。
　☆これを，九州大分県などとともに新産業都市の「優等生」・モデル地区
　　のひとつとされ，臨海型工業誘致にひとまず成功した岡山県南地区（水
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　　島工業地帯）の事例についてみると，1960年代までの投資実績の内，事
　　業主体別では，国が10％弱，岡山県・倉敷市が約40％，公社・公団の事
　　業が50％を超えていた。国の財政投融資資金計画（1953年度～）にかか
　　わる公社・公団・事業団（ex．電々公社による通信施設）の投資のほか
　　に，地方公共団体レベルでも，開発公社など地方公社（第3セクター）
　　の役割が，大きかったことも，地域開発財政のひとつの特色となってい
　　た（この点は後述する）。また，当該市が企業誘致のため固定資産税の減
　　免（企業奨励金交付）を行った額は，1959年から！979年までの合計約
　　156億円に達した〔5）e
　第3に，上記の地域開発・高度成長政策と平行して，地方財政調整制度の
中軸をなす地方交付税制度も強化され，その財政調整と財源保障機能の充実
強化が見られている。元来地方財政調整制度は，第2次大戦前夜の1940年に
確立した。戦後シャウプ勧告により導入された地方財政平衡交付金は，地方
からの積み上げ方式により算定され地方自治を理念的には生かした民主的制
度であったが，運営が困難となり，1954年度からより精緻な算定方法を取る
地方交付制度に変えられた。交付税制度は，国税3税の所得税，法人税，酒
税の当初約20％から出発したが，その後，高度成長期にかけ，地方財政需要
の増大に対応し年々税率を上昇させ公共投資を促進させることに貢献した
（表7参照）。しかし，1961年度以降，大蔵省の財政硬直化を理由とした交付
税支出抑制策によって，税率は32％に固定化された。1989年度から，たばこ
税，国の新設の消費税の一部が配分されるに至った。
　なお，日本経済の高度成長末期以降大都市問題，公害環境問題の中で誕生
した東京，大阪，京都などの革新首長（いわゆる革新自治体）のもとで，地
方税条例の制定による法人事業税，法人市民税の超過課税他の若干の自主課
税が実施されて今日に至っている。
　第4に，高度成長・地域開発，さらには，その政策が地域にもたらしたひ
（5）この点は岡山県『岡山県史』現代ll，1990年，33ページ参照。
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表7　地方交付税率の変遷
（単位：％）
年度
???????
9
??????????????? ?? ?? ?
1990
所得税 法人税 酒税
19．874　19．874
　　　22
　　　25
　　　26
　　27．5
　　28．5
　　28．5十〇．3
　　28．5十〇．3
　　28．9
　　29．5
　　32
　　32十たばこ税の25％
　　　＋消費税
20
　（消費譲与税を除く）
　　　　　　　　の24％
同上
ずみ一都市過密・農山村の過疎，住
宅・交通難，公害・環境問題ほか一
に対する行政的対応が，国（各省
庁）からの地方への機関委任事務の
増大，各省の補助金支出の増大と縦
割り行政，地方行政への人的派遣
（厚生省ほかの地方事務官，地方警
務官，自治省・建設省・農林水産省
などからの出向）などを増大させ
た。これにともなう国の補助金行政
の政策的拡大が，高度成長期を通じ
てもたらされた。表8は，この時期
の委任事務の増加状況を示してい
る。特に機関委任事務は，30年間に
252件から522件へと大きく拡大し
た。
表8　戦後の委任事務の増加
年　　度 1952 19741982 　伸び率
i1982／1952）
団体委任事務
@都道府県
@市町村
40
R7
143
P16
143
P17
3．6倍
R．2倍
機関委任事務
@都道府県
@市町村
157
X5
363
P59
363
P59
2．3倍
P．7倍
合　　計 329 781 782 2．4倍
　　　　資料）坂本忠次f現代地方自治財政論』1986年による
　第5に，地域開発政策と広域的行政の推進である。拠点的地域開発政策の
もとで，大都市周辺や特に，地方拠点都市を中心に，広域行政が推進され
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た。元来，日本の明治地方自治制の成立期以来，市町村合併の伝統が見られ
る。1888年4月～1889年4月の市制町村制成立・施行までの時期に，旧町村
（自然村）の数を約5分の1に統廃合し，新たな行政町村を成立させた。古
制は，大正末期に廃止，戦後1953年以降5年間で町村を再び約3分の1に統
合し市制を各地に誕生させた。地域開発が進むと，公共投資の効率化，開発
行政権力の一元化などをめざし，地方行政の再編成が進められた。北九州市
（八幡市など5市合併），いわき市をはじめ，岡山県南百万都市構想などが見
られたのもこの頃である。
　第2次全国総合開発計画～第3次全国総合開発計画の時期にかけて，国
は，広域市町村圏域構想をいくつか提案し，実施に移している。自治省の広
域市町村圏（1969年度，全国334ヵ所，79年度より新広域市町村圏），建設省
の地方生活圏（全国に178ヵ所），国±庁のモデル定住圏（当初全国40ヵ所）
などである。広域市町村圏計画では，市町村を超えたより広域にわたる行政
需要に対応し，一部事務組合や複合事務組合を活用，また，圏域内の道路そ
の他の公共投資に対し交付税措置：が取られ，地方債の枠も拡大された。
　大都市過密地域の補助率の嵩上げ（一時期），農山村過疎地域・辺地にお
ける特別地方債（過疎債，辺地債）の発行なども認められた。
4．低経済成長・行財政改革下の地方財政
　1973年秋の第1次，1978～80年の第2次石油危機（oil　crisis）を経る中で，
日本経済は低経済成長時代に入った。三木武失内閣のもと1976年度予算で具
体化された景気対策のための国債の大量発行による公共投資の拡大により赤
字財政・インフレ化（いわゆるスタグフレーション化）懸念がつよく見られ
だし，国の財政危機と減量経営化，行財政改革問題が論議されるに至った。
1981年3月臨時行政調査会（第2臨調）が発足し，国鉄・電々公社などの民
営化，年金・保険制度の改革などがおこなわれた。引きつづき臨時行政改革
推進審議会（行革審）が設置され，財政再建，地方行革，東京，大坂など大
都市の土地・住宅問題が論議され出した。行革審は，第1次（1983），第2次
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（1987），第3次（1990）と引きつづき答申，中間答申を出して今日に至って
いる。この動きを反映した地方財政の変化をみると，
　第1に，1980年代からの地方財政の経費抑制傾向が見られ出したが（表2
参照），これbS　，まず，政府間財政関係における国庫支出金の削減政策として
あらわれた。第2臨調の補助金一律整理の答申を受けて，1982年度より
1984年度までの財政再建期間（当初）に限定して，補助負担率の地域特例の
6分の1カットがおこなわれた。本格的な補助金等の削減措置が始まったの
が，1985年度からで，「国の補助金等の整理及び合理化並びに臨時特例等に
関する法律」により，1年間に限り2分の1を超える高率補助金の一律一割
削減が実施された（表9参照）。
　　表9　補助率削減措置
19841985 19861987．19881989
生活保護費等　　　　i 8／107／10 → → 3／4：恒久化 →
措置二等 8／107／10 1／2 → 1／2：恒久化 →
義務教育費等 → 1990年度
恩　　　給 1／2 → 1／3 → 一般財源化 までの暫定措
追加費用等 1／2 → 1／3 → 1／3 置， 1990年
長期給付 1／2 → → 1／3 3／8 度以降1／2
公共事業費
㈱道路改築（内地）
一般国道　直轄 3／4 2／3 → 6／10 6／10→ 1990年
〃　　補助 3／4 2／3 6／105．75／！0 5．75／10→ 度までの
河川改修　直轄 2／3 6／10→ 5．5／10 5．5／10→ 暫定措置
〃　　補助 2／3 6／105．5／10 5．25／10 5．25／10→
　　資料）大蔵省「財政の現状と展望j1990年3月による。
　元来，国庫支出金には，国庫負担金（地方団体が行う仕事の内国家的利害
が強く，国の負担割合が法令で定まっているもの），国庫委託金（本来国の仕
事であるものを地方に委託する場合に交付されるもので機関委任事務などが
多い。委託費ともいう），国庫補助金（地方の仕事を国が色々な意味で奨励し
援助するもの，奨励的補助金という）の3つがあり，それぞれ，地方財政法
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で定められている。国庫負担金には，生活保護費などのように社会保障政策
の根幹に関わるものも多く一律削減は，問題を残した。一方，公共事業費系
統のものについては，内需拡大のために事業量の確保が図られた。補助率削
減に伴う地方の負担増に対しては，地方交付税の特例加算または，地方債の
増発で事後処理された。
　1986年度からは，なお3年間の削減措置が補助率2分の1以下のものにも
実施された。1987年度からは，公共事業費関係の補助負担率のさらに暫定引
下げが行われた。1989年（平成元年）度には，国庫補助負担率の復元を求め
る地方と国との間で激しい論争が行われ，生活保護費については，4分の
3，児童福祉・老人福祉などは2分の1に据え置き，その他の経常経費系統
については，一部引き上げ措置が講じられた。これにあわせて，地方負担増
への財源措置として，国税のたばこ税の25％を地方交付税の総額に加えるこ
ととなった。その後，1991年度に1984年水準までの回復が見られた。
　以上の補助負担金見直し政策の結果，国庫支出金の租税総額に占める比重
は，1975年度の26．0％から1983年度の20．0％，！989年度の11．7％にまで削減
された（表3参照）。日米構造協議のもと，国庫補助負担金は，本格的な見直
しが迫られている。
　なお，国庫支出金の都市財政における「超過負担」問題は，今日も続いて
いる。
　第2個日高度経済成長・地域開発政策下，地域経済の不均等発展がジグザ
グな形で進んだが，石油危機後の低経済成長下，都市過密，農山村過疎の地
域経済格差，従って地方財政格差が再び進み始めた。特に，首都であり国際
金融センターのひとつでもある東京への一極集中が，この時期に顕著となっ
た。図3は，これを図示したものである。外資系企業数や手形交換高は80％
台，企業本社数（資本金100億円以上）は60％，事業所数，工業製品出荷額，
人口，事業所従業者数などは20～30％が東京圏に集中している。・ミブル経済
と言われるが，東京のオフィスビルでの事務所需要の異常な高まり，首都圏
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図3　東京圏への集中状況（対全国シェア）
資料）地方財政調査会『財政と地域開発』1992年による
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内での一般勤労者の住宅取得難，銀行のノンバンク・不動産会社などへの過
剰融資などが相乗的に作用して異常な地価高騰をもたらした（1991～92年に
かけ株価の下落と共にバブル経済の崩壊，地価騰貴の鎮静化が進む）。これ
に伴い，大都市圏と地方圏との財源格差も再び拡大する傾向が見られる。図
4は，1955年度以降の地方税の府県別偏在度を変動係数（標準偏差／平均）
を用いて見たものである。1970年代に1人当たりの県民所得，地方税の変動
係数は，ともに減少した。しかし，80年代後半から再び拡大，地域間の偏在
が顕著となった。これは，地方税も国税と同様課税ベースが法人所得に大き
く依存するからだとされている⑥。
　第3に，地方財政調整制度としての地方交付税制度における交付税率の据
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　図4　1人当たり地：方税等の変動係数の推移
　　資料）斉藤，r政府行動の経済分析』1989対
したり，法定額から一定額を減額したりする操作，つまり
い財源が不安定となった。
　1989年度以降，税制改正により，国の消費税の24％，国のたばこ税の25％
が加えられた。これには，補助負担金の削減，税制改正による地方への影響
を改善する政策的意味もこめられていた。今日，日本の交付税の過度の財政
調整効果を指摘する意見も一部にある。ただ，1993年度国の予算編成では，
国の財政危機の折から，税率は据え置くとしても，その圧縮論が強く出され
る趨勢にある。地方財政調整による地方への一般財源供給を地方分権と地方
自治の将来の上でどう考えていくかが，課題であろう。なお，1988年度竹下
内閣のもとで，ふるさと創生交付金が，全市町村（交付税不交付団体は除
く）に配付された。これには，交付税財源の一部が充てられた。
　第4に，地方債発行は，地方自治法第250条により許可制（当分の間）とさ
え置き固定化と恒常的
な財源不足，大蔵省の
国の財政硬直化を理由
とした抑制策があげら
れる。
　すでに，前章でも一
部触れたが，1966年度
以降交付税率を一定化
し，年度によって臨時
特例交付金や，資金運
用部からの借入金を
もって不足財源を補填
　　，年度間調整を行
（6）斎藤　慎r政府行動の経済分析』1989年参照。なお，大都市圏は，東京圏，大阪圏，
　名古屋圏の3つを指し，残りが地方圏である。
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れ，また，シャウプ以来の一般財政における不発行主義（地方財政法第5
条）が貫かれている。しかし，特定地域（新産業都市，過疎地，辺地ほか）
での政策的許可，広域市町村圏，補助負担金削減による減収の補填のための
特例地方債の発行など政策的な拡大をもたらしている（地方交付税にリンク
するものも多い）。
　第5に，国・地方の行財政改革の進行の中で，地方の補助金の見直し，民
間活力の導入（民間資本の参加），地方行政への都市経営手法の導入などが
積極的に用いられ出した。地方財政における従来からの公営企業の増大傾向
に加えて，地方財政の企業化，複合企業経営化（コングロマリット化）とも
いえる新しい傾向が見られ出した。市町村を超えたより広域にわたる行政に
ついては，一部事務組合（複合事務組合）の活用などがあるが，1969年の新
全総前後から増大し出した地方公社・第3セクターといわれる公私混合企業
体の活動が知られる。地方公社には，（1）国の特別法に基づく公法人公社（道
路公社，住宅供給公社，土地開発公社）（2）民法に基づく開発公社等，（3）商法
に基づく株式会社，有限会社（第3セクターとよぶものを含む。自治体が
25％以上出資するものを把握）などがあり，1989年で合計5，477に達した。地
域・都市開発，観光・レジャー開発，農林水産，商工，社会福祉，運輸・道
路，教育・文化，公害対策・自然環境保全など多方面の行政分野で活動して
いる。こうした傾向は，1987年の総合保養地域整備法のもとでのリゾート開
発化の全国的な動きとも関連して，さらに拡大される傾向がみられる（7）。地
方財政の会計のコングロマリット化を，地方自治の将来との関連でどのよう
に位置づけるかも大きな課題となっている。
（7）いわゆる「第3セクター」をめぐる最近の地方都市の実証研究の成果については，岡
　山「第3セクター」研究会編r地方都市と「第3セクター」一岡山からの検証』自治体
　研究社，1992年を参照されたい。
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5．む　す　び
・近年の地域間競争の時代の中で，特に過疎地などを中心に各市，町村の地
域活性化と内発的発展一住民参画による一に向けたまちおこし・むらづくり
の運動が活発になっていることも，今日の日本の新しい地方行政の特徴であ
ろう。
　以上，日本の地域開発・地域経済の展開との関連を中心に，戦後日本の地
方財政の特質とその変貌について述べてきた（8）。行革審第2次の最終答申
（1990年4月18日）では，21世紀初頭までの10年間の地方行政の改革と「地
方分権の推進」をも指摘している。こうした中で，
　まず，第1の課題は，日本の政府間財政関係の中で，自主財源としての地
方税の充実を一層図っていくことであろう。特に，日本の政府間財政関係の
新たな萌芽としての補助金の削減との関連を今後どのように評価し位置づけ
ていくかであろう。
　第2の課題は，地域経済における東京一極集中を是正し地方分権を実質化
していく課題である。この点では，まず，大都市及び地方都市の産業構造の
転換，重厚長大型からハイテク化，都市型産業化への移行と各地域への適正
（8）以上の他に，日本の地方財政の特質と変貌に関連する最近の研究成果として，
　　佐藤　進　　　『地方財政総論』税務経理協会，1985年
　　坂本忠次　　r現代地方自治財政論』青木書店，1986年
　　吉岡健次編r現代地方財政の展開』税務経理協会，1988年
　　重森　暁　　r現代地方自治の財政理論』有斐閣，1988年
　　橋本　徹　　r現代の地方財政』東洋経済新報社，1988年
　　坂本忠次　『日本における地方行財政の展開』御茶の水書房，1989年
　　池上・重森・植田編r地方財政論』有斐閣，1990年
　　遠藤三郎編r現代日本地方財政論』昭和堂，1990年
　　貝塚・石・野口・宮島・本間編r地方の時代の財政』（シリーズ現代財政）有斐閣，
　　1991年
　　和田入束・野呂昭朗編r現代の地方財政』有斐閣，1992年
　などを参照したことを付記しておく。
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配置による雇用機会の創出，地域における産業技術の高度化，大学及び試験
研究機関の充実なども必要である。
また｝遷都などを含む首都機能の地方移転・分散，国の機関委任事務の原
則的廃止ないしは団体委任事務への移行も重要である。地域の自然や歴史を
生かしたまちづくりも課題であろう。
第3の課題としては，地方自治・地方行政や地方財政への住民参加の制度
化も必要である。
以上の点を踏まえ，21世紀に向けて地方財源の一層の充実を柱とした地方
行政権・地方財政権の強化と地方分権化をいかにして実質的に実現していく
かが，日本の地方自治と地方財政の今後に課せられた課題であろう（9）。
（9）　《あとがき》　今回の国際シンポジウム第3分科（会）での筆者の報告に対して，韓
　国地方自治學會からの討論者は金束建（ソウル大學校教授），禺東瑛（嶺南大學校教授）
　の2名，日本側から佐々木雅幸（金沢大学教授）の1名が当たった。金束建，禺東瑛の
　両氏とも，韓国では行政学の分野に属する人で，財政学・地方財政学を行政学研究の一
　環として研究している専門家であること，韓国の行政学者の多くは，筆者のこれまでの
　地方財政に関する著作を含め，日本の研究者の著書・論文にかなり精通していること，
　などが注目された。韓国の地方自治では，1991年度地方議会議員選挙が実施されたが，
　首長公選の1992年度実施は政争などで見送りとなった。中央・地方の政府間財政関係
　では，中央から地方への移転支出としての国の補助金などが少く，日本の国庫支出金と
　その弊害に対する質問が見られた。また，韓国の高度成長にともなう都市・農村の格差
　は，日本よりもひどく，日本の地域開発政策と産業政策，特に工場の地方分散政策を通
　じて日本の地域格差はどうなったのか，などに関心を向けていた。また，日本の地方公
　社「第3セクター」の動向にも関心を有していたようである。しかし，韓国の地方歳入
　に占める国庫補助金の少なさが，財政自立度を数字の上ではかなり高くしていること
　は，国情の相違を示していた。この意味からも単なる財政数字上での日韓地方財政の比
　較には多くの問題が残されよう。今後，両国の地方自治と財政制度の相違を明らかにし
　た上での国際比較研究が必要なことを今回のシンポジウムを通じて痛感した。しかし，
　いずれにしても有意義な日韓国際シンポジウムであったことは間違いなく，今後の日
　韓の地方自治・財政学研究者の学術交流を期待して筆をおきたい。
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